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・ CFOの⽮野でございます。

・ 本⽇は、「2023年度 通期決算報告」資料の⽬次の⼀つ⽬である、「2023年度 通期業績」及び「2024年度計画」
の内容を中⼼にご説明いたします。

・ ⼆つ⽬の「中⻑期成⻑戦略の進捗及びKPI変更」の詳細につきましては、明⽇開催予定の決算説明会で、CEO及び

COOから、ご説明させて頂きます。
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・ 2ページをご覧ください。本⽇お伝えしたいポイントをまとめています。

・ まず、2023年度の業績ですが、売上収益、各段階利益全てにおいて過去最⾼を更新し、2桁％の増益とな
りました。

・ 特に、海外事業と国内⾮即席めん事業が好調に推移し、コア営業利益はそれぞれ前期⽐プラス54%、プラ
ス87％と⼤幅な増益となりました。

・ 次に2024年度の業績予想ですが、売上収益・既存事業コア営業利益 及び 当期利益全てにおいて、過去
最⾼を更新する計画としております。国内外の価格改定も⼀巡し、インフレによるコスト増圧⼒や戦略的マー
ケティング投資を積み増す中、利益成⻑を継続してまいります。

・ ３点⽬は株主還元の強化です。

・ 本⽇、決算発表と同時に総額200億円の⾃⼰株式の取得をリリースしております。また、2024年の１株あた
り年間配当は70円を予定しています。これは5期連続、かつ前期⽐5％の増配となります。

・ 最後に、中⻑期成⻑戦略の進捗及びKPI変更についてです。

・ 詳細は、明⽇CEOからご説明しますが、⼤きな変更点としては、今後の利益成⻑について、オーガニックベース
のみでMid-single digitでの成⻑を⽬指していくことを明確化した点、そして、潤沢なキャッシュフローの有効
活⽤により、「戦略的投資」と「ROEの⼀層の向上」を両⽴させることで、現⾏のROE⽬標である「⻑期的に
10%」を、「2030年までを⽬途に15％」へと、⼤幅に引き上げた点になります。
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・ 4ページをご覧ください。

・ まず、左側の2023年度実績です。

・ 売上収益は、ここ数年、グローバルに実施してきた価格改定効果が浸透したことを主因に、過去最⾼となる
7,329億円、前期⽐プラス9.5％、637億円の増収となりました。

・ 既存事業コア営業利益は、806億円となり、2021年5⽉に公表した中⻑期成⻑戦略でお⽰しした 「Mid-
single Digitでの持続的な利益成⻑」 を⼤きく上回る前期⽐プラス33.9％、204億円の増益で着地しておりま
す。

・ 海外の利益には円安に伴う為替影響が22億円含まれておりますが、これを除いた 「為替⼀定ベース」 でも、
30.2％の成⻑となっています。

・ 営業利益率は10.0％、当期利益率7.4％で着地しており、それぞれ前期⽐でプラス1.7パーセンテージポイント、
プラス0.7パーセンテージポイントの上昇となり利益の質量とも改善した年度となりました。
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・ 5ページをご覧ください。

・ こちらのページは通期の既存事業コア営業利益の増減要因を分析したもので、細⽬は「為替⼀定ベース」
で表⽰しております。

・ 左から2番⽬のピンクのグラフでお⽰ししている売上収益変動の増加要因が、3番⽬および４番⽬のグレーの
グラフのコスト増加要因を上回ったことを主因に、増益で着地しました。

・ 国内事業・海外事業で分けて分析しますと、海外事業は資材価格の上昇トレンドが落ち着き、⼈件費や
広告宣伝費の増加に加えて⽶国第3⼯場関連の⼀時費⽤の計上がありましたが、価格改定効果が通期
でダイレクトに増益に寄与したかたちとなりました。国内事業は、資材・エネルギーコスト・⼈件費・広告宣伝
費といったコスト増加要因を概ねカバーし、増益で着地しております。

・ 2022年度第2四半期より持分法適⽤会社化したプレミアフーズなど、持分法損益も⼤幅に増益に寄与し
ております。

・ その他として、29億円の寄付⾦との表記がございますが、こちらは2024年3⽉26⽇にリリースしております慶
應義塾⼤学への寄付⾦でございます。

・ この結果、既存事業コア営業利益は、前期⽐204億円、34％増益の806億円で着地しております。
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・ 続きまして、6ページはセグメント別の決算サマリーです。全セグメントで、増収増益となっています。次ページ
以降で詳しく、説明いたします。
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• 7ページをご覧ください。

• こちらはセグメント別売上収益のブレークダウンです。

• 国内即席めん事業は前期⽐プラス150億円、プラス5.7％の増収となりました。昨年の6⽉に2年連続となる価格
改定を実施しましたが、数量を前期⽐微減に留め、堅調に推移しております。

• 価格改定直後は、需要の強い価格コンシャス商品を中⼼に販売を強化し、7⽉以降は、価格コンシャス商品から
レギュラー商品へのシフトを狙い、新商品や拡販費の投⼊といった施策を 戦略的に⾏ったことで、レギュラー商品の
数量は概ね前年並みに回帰しております。

• 国内⾮即席めん事業は、前期⽐プラス195億円、プラス12.1％の増収となりました。引き続き、ピルクルミラクルケ
アが好調だった⽇清ヨークと、主⼒商品を中⼼に数量・⾦額ともに好調が継続した湖池屋が増収に⼤きく寄与しま
した。

• 海外事業は、前期⽐プラス278億円、プラス11.5%の増収となりました。マクロ経済環境が逆⾵にある中国のみ
減収となっていますが、他の海外地域は全てダブルディジットの増収となり、貢献の⼤きい⽶州地域に加え、EMEA、
アジア地域も海外事業を⼒強くサポートしました。

• 尚、売上収益および売上数量の四半期別推移につきましては、55ページに参考資料として添付しておりますが、
⽶国の売上数量は第4四半期に⼀桁後半パーセントの伸び、特にプレミアム商品の伸びが⼀桁後半パーセントと
なっており、これまでの各種マーケティング施策が奏功した形となっています。

• 24年度計画の売上収益・売上数量の前提も同じページの下段に表⽰しておりますが、各地域とも、順調な売り
上げの成⻑が⾒込まれています。
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・ 8ページをご覧ください。

・ セグメント別コア営業利益の実績ですが、前事業で増益となりました

・ 国内事業については、円安傾向影響もあり資材コストは前期⽐で増加し、収益の押し下げ要因となりました
が、価格改定効果による増収効果により、前期⽐プラス34億円、11.8％の増益となりました。

・ 国内⾮即席めん事業は、⽇清ヨーク・湖池屋がドライバーとなり、前期⽐プラス59億円、1.9倍の増益となり
ました。

・ 海外事業は、増収効果に加え、資材コスト減少等の要因もあり、前期⽐プラス159億円、1.5倍の増益と
なりました。
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・ つづいて2024年度通期連結業績計画についてご説明いたします。

・ 10ページをご覧ください。2024年度は、売上収益7,850億円、既存事業コア営業利益で846億円、
5.0%の増益計画としました。この3年間の既存事業コア営業利益成⻑率がCAGRで20％半ばとなるなど、
⾼い発射台ではありますが、中⻑期成⻑戦略で掲げております通り、Mid-single Digitでの成⻑を堅持して
まいります。

・ 2024年度も売上収益から当期利益までの各段階利益まで過去最⾼更新を⽬指してまいります。
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• 11ページをご覧ください。セグメント別の予想につきまして、売上収益は全事業会社において2023年度⽐で増収、コア営業利
益は中国とEMEA地域を除く全事業会社で増益計画となります。

• まず、即席めん・⾮即席めんを合わせた国内事業では、資材価格・物流費・⼈件費の増加といったコスト増加要因がありますが、
売上増加により吸収し、+12.9%の増益を計画しております。即席めん市場全体を前年微減と想定している中、当社の販売
数量は前年を超える⽬標を掲げています。

• ⽶州地域では、⽶国における底堅いベース商品の需要と、プレミアム商品群の拡販による増収を計画する⼀⽅、持続的な成⻑
に向けたマーケティング投資を積極的に進め、戦略的にコストを投下することにより、⽇清ブランドを強化していく年度と位置づけて
います。ブラジルでは、⽣産体制の安定化に加え、営業・マーケティング施策や消費者コミュニケーションの強化を通じて、引き続き
⾼い需要を創出し、マーケットリーダーとして市場の再拡⼤を牽引していきます。⽶州全体では＋10.1%の増収、+5.4%の増
益を⾒込んでおります。

• 中国地域では、⾼価格帯の販売数量を増やしていくため、戦略的にマーケティング費⽤を投下し、⼤陸の北部・南⻄部といった
、これまで当社が⼗分に活動できていなかった地域での販売拡⼤と併せ、売上収益は前期⽐+11.4％増を⾒込んでいます。利
益⾯は、このマーケティングコスト増に加え、⾹港で⽣産合理化のために新ラインを稼働させたことに伴う減価償却費増といった要
因はありますが、製造コストの削減や省⼈化の実現を進めてまいります。不透明な経済環境下にあっても、マイナス4.4%の減益
にとどめる計画です。

• EMEA地域では、欧州⽇清が11.6％の増収の⾒込みあるものの、持分法投資会社の減益計画を受け、EMEA全体でマイナ
ス8.9%の減益となる組み⽴てです。

• なお、資材について、各資材価格⾃体は安定的に推移しているものの、全体として微増の計画となっています。根強いインフレの
影響などもあり、楽観できる状況ではなく、加えて地政学リスクなどから原油価格のボラティリティは⾼まっております。コスト増の中
⼼は円安・エネルギーコスト上昇の影響を強く受ける国内事業となりますが、コスト増加要因は、主にスープ原材料、およびカップ・
カップ原料の副資材価格の上昇⾒通しによるものです。

• 新規事業への投資は、既存事業コア営業利益の5から10%の⽔準でコントロールする⽅針は継続し、将来のマネタイズに向け、
事業基盤の構築を急ピッチで進めていく計画です。

• なお、2024年度の計画は、2023年度通期決算にて使⽤した為替レートと同⼀のレートを使⽤し、USドルでは144.62円を前
提としております。適⽤している各通貨のレートにつきましては、補⾜資料の８ページをご参照ください。
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・ 12ページは、セグメント別の前⾴のコア営業利益の増減をチャートにしたものです。

・ 下段の2024年度の海外販売数量計画前提をご覧ください。海外全体では、先ほども触れました通り、10
％台の販売数量増、海外地域を牽引している⽶国では1桁台半ばの数量増加の計画ですが、戦略的なマ
ーケティング施策を継続することで、プレミアム商品については、10％台の数量増加を⾒込んでおります。主
⼒のプレミアム商品で、市場を上回る成⻑を実現していきます。
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 続いて、過去5年間のEBITDA及びキャッシュフローの推移です。ご覧の通り、当社のキャッシュ創出⼒は
2018年度から倍増しております。

 ビジネスの拡⼤、特に⽶州地域の利益率の⾼いビジネスに牽引される形で、EBITDAが恒常的に1000億
円を超える環境が整い、⼀段⾼いレベルのキャッシュフロー創出が可能となりました。

 なお、2024年度の設備投資は24ページに記載のとおり、950億円を計画しております。主に、需要の拡⼤
が⾒込める⽶州地域を中⼼に海外各社の増産体制を確⽴するため、加えて、国内の即席めん・⾮即席めん
事業の製造拠点の競争⼒の強化のために、投資してまいります。

 明⽇の安藤CEOからの説明で、このあたりを詳しく説明させていただく予定であります。

 また、冒頭お話ししたとおり、詳細は明⽇安藤CEOからご説明させて頂きますが、16ページ以降に記載のあ
るように、中⻑期成⻑戦略のKPIと⽅向感を今回変更させて頂いております。

 背景としては、この3年間で、「既存事業のキャッシュ創出⼒の強化」 と 「インオーガニック成⻑」 の組み合わ
せにより、2030年度⽬標利益⽔準を前倒しで達成した訳ですが、この結果、将来の更なる成⻑を⾒据えた
「キャッシュの戦略的活⽤」 のオプションが増加したというのが⼤きな要因です。

 ここで創出したキャッシュを、負債の有効活⽤と併せて、将来に向けた持続的利益成⻑の前提となる、設備
投資を中⼼とする「オーガニックグロース投資」 に加え、「インオーガニックグロース投資」 および 「株主還元強
化」 へも従来以上に機動的にアロケートすることにより、『戦略的成⻑投資』 と 『資本コントロール』 の組合
せを通じて、企業価値最⼤化とROEの⼀層の向上を実現させていきたいと考えています。
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• CEOの安藤宏基でございます。私からは14ページ以降、中⻑期成⻑戦略の進捗とKPIの変更についてお話しし
ます。まず、2023年度の業績は、地政学リスクやインフレなどの逆境下にも関わらず、売上収益・各段階利益が
過去最⾼を更新しました。特に、⽶州を中⼼とする海外事業と⽇清ヨーク・湖池屋の貢献が⼤きく、2030年の
利益⽬標を3年前倒しで達成しました。経営の⽅向性についても、⾜元の実績を踏まえ、さらなる成⻑を⽬指し
ていきたいと考えています。

• 15ページです。修正ポイントのみお伝えします。⾮財務の⽬標に関して、スコープ1+2の削減⽬標を18年度基
軸から20年基軸に修正し、スコープ1+2を42％へ、スコープ3を25％に変更しました。
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• 16ページでは、2030年までの財務KPIの進捗を⽰しています。成⻑性を⽰すKPIの⼀つである既存事業コア
営業利益のCAGRは、Mid-single digitの⽬標を⼤幅に上回る24.4%を達成しました。

• これは湖池屋の連結⼦会社化やプレミアフーズの持分法適⽤会社化といったインオーガニックな要因もあります
が、新たな⽬標はオーガニックな成⻑のみで、Mid-single digitの利益成⻑を⽬指してまいります。⻑期的には
インオーガニックな⼿法も活⽤し、Double digit成⻑を⽬指してまいります。ROEに関しては、収益レベルの底
上げと資本コントロールを組み合わせ、2030年度に15％、⻑期的にはグローバルな⾷品メーカーと遜⾊のない
⽔準である20％を⽬指します。

• また、昨⽇200億円の⾃⼰株式取得を発表しました。これは株主還元の拡充と現在の株価⽔準を踏まえた経
営判断によるものです。今後も株価⽔準を考慮しつつ、機動的な⾃⼰株式の取得と累進的配当を継続してい
きます。
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• 続けて17ページ、中⻑期成⻑戦略2030については、既存事業のキャッシュ創出⼒強化とインオーガニックな取り
組みにより、2030年度の利益率⽬標⽔準を前倒しで達成しました。これに伴いEBITDAは1,000億円⽔準ま
で伸⻑し、安定したキャッシュ創出が可能な基盤が整い、キャッシュを戦略的に活⽤できる⾃由度が⾼まりました
。海外事業や⾮即席めん事業の⾶躍により、事業ポートフォリオ構築に成功し、様々な観点から当社の事業構
造が⼤きく変容しました。

• そこで、次なるマイルストーンとして、2030年までに売上収益1兆円・既存事業コア利益1,000億円・時価総額
2兆円を⽬指します。キャッシュフローの有効活⽤により、戦略的成⻑投資とROEの⼀層の向上を両⽴させ、企
業価値の最⼤化を⽬指します。事業⾯では、負債を活⽤した成⻑投資による持続的なEBITDA成⻑、償却
負担をこなしながら既存事業コア営業利益の成⻑に加え、インオーガニック機会への迅速な対応による成⻑加速
を軸に持続的な成⻑を⽬指します。資本⾯では、累進的配当と機動的な⾃⼰株の取得による株主還元を充
実しながら、資本のコントロールを強化し、2030年までにROE 15％を⽬指します。
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• 18ページです。ROE向上のためのキャピタルアロケーションについては、キャッシュを戦略的な成⻑投資と株主還
元拡充にアロケーションしていきます。2030年までに⽣み出される7,000億円から8,000億円のキャッシュを、
主に設備投資であるオーガニックグロース投資として、利益への影響も精査しつつ重点事業への集中投下を⾏
います。将来的にROE20％台の⽔準を⽬指していくためには、成⻑性ならびに収益性を引き上げることがさらに
重要であり、これらの成⻑投資は必須だと考えています。また、フードテックやイノベーションの強みを⽣かせる事業
基盤の拡充を図るインオーガニック投資機会にも備えてまいります。

• 資本コントロールでは、配当性向40％を⽬安とした累進配当と機動的な⾃⼰株式取得を組み合わせて株主
還元を強化します。

• こうした施策を進め、負債も有効に活⽤することで2030年度までにROE15％を⽬指し、設備投資に伴う償却
負担が⼀巡し、利益成⻑が加速するタイミングでは、20％台に乗せることを視野に⼊れていきたいと考えていま
す。
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• 続けて19ページです。このように、成⻑性・資本活⽤・安全性ある負債活⽤・安定的な株主還元の四つを
CSV経営上の中期的な経済価値ターゲットとしてコミットします。成⻑性・効率性・安全性を重視し、純有利⼦
負債/EBITDA倍率を2倍以下に抑えるとともに、累進的配当と相対TSR1倍以上を⽬指します。
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• 20ページです。こちらのスライドは、社内に対して発信したメッセージとなります。「成⻑⼀路、頂点なし」という創
業者の⾔葉を採⽤しました。この⽬標は⼀つの通過点として、2030年よりも早く達成するよう努⼒してまいりま
す。
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• 21ページに移りまして、前回2020年に発表した中⻑期成⻑戦略2030では、コア営業利益の400億が倍の
800億円になるという⽬標を掲げていましたが、この⽬標を3年間で達成しました。今後2年から3年は⽶国やブ
ラジルの⼯場投資に加え、国内や海外地域での設備投資を想定しており、設備稼働後には⾼めの減価償却
負担が発⽣しますが、オーガニックベースで⽬標⽔準を達成することを⽬指します。

• 売上収益1兆円の達成に向けた道筋として、過去3年はコロナ禍の強い需要や価格改定もあり、平均約14％
の成⻑を遂げました。2024年度も海外事業は前年⽐11％の増収、3事業合計で7％の増収を⽬指します。
海外事業は収益拡⼤において最も期待できる分野であり、⽶国やブラジルにおける新⼯場の稼働が今後の成
⻑に寄与してまいります。即席めん事業は、ブランド⼒を活かし、成熟市場であっても安定的な成⻑を⽬指しま
す。

• ⼀⽅で、既存事業コア営業利益1,000億円については、特に⽶州事業がけん引し、収益ミックスの改善、需
要拡⼤による数量増で、やや⾼めの償却費負担をカバーし、オーガニックベースで達成していくと考えています。ス
ライドの薄いピンクの線は、既存事業コアEBITDAとなります。このグラフのように設備投資が売上に寄与するタイ
ミングで成⻑が加速してまいります。例えば、2023年度の既存事業コア営業利益は806億円、EBITDAが
1,118億円でした。24年度は846億円の既存事業コア営業利益⽬標ですが、償却額を⾜し戻すと、約
1,200億円のEBITDAとなる⾒込みです。2030年の段階では、おおよそ償却費が500億円ほどと想定してい
ますので、EBITDAは1500〜1700億円の⽔準になるかと考えています。

• 設備投資については、2024年の投資は950億円を予定しており、⽶国およびブラジルの新⼯場を含む海外各
社の増産体制の確⽴、国内の即席めん、⾮即席めん事業にも相応の投資を⾏います。2030年に向けては、
需要動向や外部環境、業績動向を考慮し、設備投資額は柔軟に調整します。
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• 22ページです。2030年に向けて、特に海外事業の収益拡⼤が期待されます。価格改定後の数量鈍化を考
慮しても、⽶国とブラジルの新⼯場が稼働し、売上増に寄与する⾒込みです。⽶国ではプレミアム商品を中⼼に
ブランド成⻑を⽬指し、ブラジルではマーケットリーダーとして市場成⻑をけん引してまいります。国内⾮即席めん
事業では、⽇清ヨークと湖池屋が新⼯場稼働により増産体制を整え、トップライン成⻑に貢献します。国内即
席めん事業は、強固なブランド⼒を背景に、主要コアブランドの強化や商品ラインナップの拡充を通じて、成熟市
場でも安定成⻑を⽬指します。
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• 23ページでは、既存事業のコア営業利益1000億円達成に向けた要因別の道筋を説明したページとなります。
2030年度に向け、収益ミックスの改善と需要拡⼤による数量増加により、償却費負担増をカバーし、1,000億
円を達成する計画です。

• 収益ミックスの改善では、国内即席めん市場でのミックス改善と海外でのブランディング強化による収益性の向上
を図ります特に⽶州事業が数量増をけん引します。例えば、⽶国ではマーケティング活動と新⼯場稼働により、プ
レミアム商品群を展開し、NISSINブランドを構築し、市場を上回るプレミアム成⻑を実現してまいります。ブラジル
では供給⼒強化により市場の間⼝や奥⾏きを拡⼤していくことにより、リーディングカンパニーとして市場を拡⼤して
まいります。
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• 24ページでは、事業別の利益成⻑と利益ポートフォリオの姿を⽰しています。23年度実績では、利益構造が
50パーセントを超えた海外事業が今後も利益成⻑のけん引役となり、2030年には海外事業の構成⽐のさら
なる拡⼤を⾒込んでいます。
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• 続けて25ページでは、事業成⻑に不可⽋な設備投資計画について説明します。2024年には950億円の設備投
資を予定し、海外新⼯場を含む増産体制の確⽴と国内事業への投資を⾏います。2030年に向けては、需要動
向や外部環境、業績動向を考慮し、設備投資額を柔軟に調整し、投資リスクを適切に管理してまいります。新関
東⼯場の建設については、現時点では喫緊の問題ではありません。現在の関東⼯場の供給能⼒は⼗分ですが、
関⻄⼯場のように新しく変更する計画です。建設費の⾼騰を考慮し、適宜対応する⽅針とし成⻑のバランスを⾒
ながら計画を進めてまいります。
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• 次に26ページです。海外事業の安定的な成⻑は、売上収益1兆円・コア営業利益1,000億円の実現に⽋か
せません。当社の海外事業はグローバルベースで着実に成⻑を遂げており、潜在成⻑⼒は⼤きいと考えています
。

• ⼤幅な価格改定を実施した⽶州では、即席めんの1⼈当たりの年間喫⾷数は15⾷と低く、プレミアム商品の拡
⼤余地が⼗分にあります。当社は、カップめんの需要が⾼まる傾向にあり、アジアやブラジルなどでの需要拡⼤が
期待できます。中国地域でのカップめんの需要も拡⼤しており、⾼付加価値カップめんで需要を捉えていく余地が
あります。
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• 27ページです。カップヌードルブランドの世界展開については、海外市場の伸びが著しく、世界カップめんの総需
要のうち10％近いシェアをカップヌードルブランドが占めています。⽬標は、マクドナルドやコカ・コーラに並ぶ世界ブ
ランドへの進化です。カップヌードルブランドは、現在数量全体の69％が海外で売られており、今後もこの⽬標に
向けてブランドを強化していきたいと考えています。
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• 続けて28ページでは、⽶国市場におけるプレミアム戦略の展開について説明します。⽶国では2025年8⽉に新⼯
場の⽴ち上げを予定しており、⽶国で⼈⼝の4割を占めるZ世代からミレニアル世代をターゲットにしたマーケティング
施策を通じて、ブランドイメージの向上とプレミアム商品の消費拡⼤を⽬指しています。プレミアム市場は2018年か
ら年平均成⻑率20％を記録しており、当社は市場平均を上回る成⻑を⽬指しています。当社はこの市場の成⻑
をリードし、さらに市場平均を上回る成⻑率を実現していきます。

• スライドを⾒ていただくとお分かりのとおり、プレミアム商品の購買層を⾒ると、ミレニアル世代の喫⾷割合が⾼くなって
いますが、Z世代も含めてアプローチすることで、Z世代の年齢が上がった際に、プレミアム商品市場拡⼤のドライバ
ーになってくれると考えています。実際、18歳から29歳の年代は、年代が⾼い層と⽐べて、即席めん⾃体に慣れ親
しんでおり、カップめんに対してポジティブなイメージを持っています。

• これは私たちにとって⼤変有利な傾向です。Z世代はよりタイパ・コスパを重視し、ブランドへの忠誠⼼も⾼いと⾔わ
れている他、SNSを積極的に使う世代です。今後、Z世代やミレニアル世代に向けて、今の段階から戦略的に費
⽤を投下して、当社が得意とするマーケティングを積極的に展開し、⽇清ブランドの浸透とプレミアム市場の拡⼤を
進めることにより、将来の⽶国市場における⼤きな⾶躍を遂げていきたいと考えております。

• ⽶国の店頭で価格帯は、平均70セント、内訳として、プレミアム商品が1ドル40セント、ベース商品が40セントとな
っています。プレミアム商品は売上の44％を占め、今後もプレミアム商品を強化していく⽅針です。プレミアム商品に
は、⽇本のU.F.O.のような汁なしの「STIR FRY」やそばめしの商品、1ドル80セント程するカップヌードルのオリジナ
ルフレーバー、ラ王の袋めん、⾟い製品の「Fire wok」などがあります。これらの商品は、成⻑性が⾼く、今後も市
場拡⼤を進めていく予定です。

• 約1,000名の18歳から68歳の⽅を中⼼に社内のウェブ調査を⾏いました。この調査により、カップめんと袋めんが
価格に対して⾼い価値を提供しているとの認識があり、価格改定後も⾼い受容度があることが分かりました。例え
ば、冷凍⾷品は「価格は⾼いが、価格以上の価値がある」とみなされています。⼀⽅で、ファストフードは「価格は⾼
いが価値はそこまで⾼くない」という結果が出ています。⼀⽅で、即席めんは「コストパフォーマンスが⾼い商品」と認
識していただいているので、将来的にも価格改定の余地は残していると考えています。
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• 29ページに移りまして、こちらが⽇清⾷品グループの環境戦略「Earth Food Challenge 2030」の進捗になりま
す。この環境戦略の枠組みの中、RSPO認証パーム油の使⽤⽐率を43.4%に増加させています。⽔の使⽤や廃
棄物の削減に関しても⽬標に沿って着実に進めています。
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• 気候変動に対するチャレンジとしては、スコープ1と2の温室ガス排出削減を進めており、30ページに詳細を記載
しています。2030年までにスコープ1で42％、スコープ3で25％の削減をコミットしており、現在その⽬標に向け
て取り組んでいます。スコープ1では、ボイラーなどの熱関連設備による省エネが難しいため、0.7％の削減にとどま
っていますが、スコープ2では42.6％の削減を実現しています。これにより、3年間で平均16.1％の削減を達成
しています。
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• 31ページでは、スコープ3の進捗状況を⽰していますが、こちらは進みが遅い状況です。当社だけでなく、資材メー
カーや⼩売業者も協⼒して取り組んでいるものの、進捗は困難を伴っています。実施している取り組みとしては、
RSPO認証パームオイルの使⽤⽐率を38 ％から43 .4％に引き上げること、バイオマスEcoカップの導⼊・プラ
スチックテープの廃⽌・⼤⾖タンパクを使⽤した代替⾁の開発などがあります。また、サプライヤーの環境努⼒を評
価するCDPへの取り組みや物流⾯では、共同輸送やモーダルシフトの推進を進めています。
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• 32ページに移りまして、⼈的資本に関して、企業の資源の中で最も重要なものだと位置付け、前向きに社員の
教育を含めて、そのレベルを向上するためにプログラムを多く組み、実⾏しています。創業者が2007年に「企業
在⼈・⽣業在天」という⾔葉を残しているように、「企業は⼈にある」という考えが当社にあります。この考え⽅のも
と、様々な取り組みを進めており、ISO 30414の認証を⾷品企業として世界で初めて取得し、Human 
Capital Report 2023を発⾏しました。
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• 最後に33ページでは、⼈材の定着施策についてご説明いたします。2023年度は新卒が79名、新卒採⽤者に
対して中途採⽤者271名と、圧倒的に中途採⽤者が多くなっております。このように中途採⽤者が多くを占める
中で、今後、より中途採⽤者も即戦⼒として活躍できるようにジョブ制を導⼊しました。さらにジョブディスクリプショ
ンを細かく制定し、職務年俸の制度も細かく⾒直しており、能⼒のある⽅に⼒を発揮してもらえるような⼟壌を整
えています。私からの説明は以上となります。
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• 事業会社⽇清⾷品社⻑の安藤徳隆より、新規事業の進捗についてご説明いたします。

• まず35ページです。こちらのページに掲載しているのは、完全メシシリーズです。新規事業として、2022年5⽉より販
売を開始し、ちょうど2年で2500万⾷を突破しました。⾮常にユニークな結果として、⼀番右下にある通り、ブランド
認知率が2年で46％まで上昇しました。この46％というのは、⾮常に⾼い数字です。例えば、カレーメシというお湯か
けのカレーライスのブランドがありますが、カレーメシは100億円突破したブランドでありながら、認知率は49％であり、
カレーメシが46％の認知率を取るには7年掛かりました。完全メシという商品名は、響きにインパクトもあったようで、2
年で認知率46％を獲得し、昨年の⽇本ネーミング⼤賞のルーキー部⾨でも最優秀賞を受賞しました。
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• 36ページです。こちらのページの通り、完全メシブランドは市場売価ベースで2022年度に30億円、2023年度
に50億円を突破しました。更に今期24年度は70億円を計画しており、来年25年度に100億円ブランドを⽬
指していこうと考えています。こちらの数字は、もともとは23年に60億円、今期24年に100億円を⽬標にしてい
たのですが、今回⾒直しを⾏い、100億円達成を1年延期しています。その理由は⼤きく2つあります。

• 1つは⾃社ブランド、⾃社開発の問題ですが、おいしさの再現性追求のため、⼀部の商品の開発スケジュールの
⾒直しを⾏ったことが原因です。もう1つも、同じく味の再現性追求に関するものですが、協業パートナーさまとの
開発スケジュールが想定より時間が掛かっており、それにより100億円という計画を1年延期し、来年25年度に
100億円を⽬指して進めています。
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• 37ページに移りまして、こちらのページ画⾯の上段にあるのがお湯かけシリーズ、常温帯の商品ラインアップになりま
す。U.F.O.やカレーメシに加え、今回カップスープタイプの製品も展開し、スムージーも引き続き販売しています。
左下のビートたけしさん、北野武さんを使った『どーせ⾷うなら完全メシ』というコミュニケーションで更にブランド認知
を⾼め、この完全メシという1⾷で33種類の栄養素が取れる上に、美味しいというブランドコンセプトの認知拡⼤を
進めていきたいと考えています。こちらに掲載しているドライ製品、常温帯の製品も⼤体5年から7年で⿊字化でき
る⽬途が⽴ってきています。ですから、27年・28年くらいを⽬途に⿊字化を⽬指して進めています。
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38

• 38ページです。こちらのページでは21種類のパッケージを掲載していますが、オンラインストア限定の冷凍完全メ
シデリ、サブスクモデルのシリーズです。このサブスクモデルは⾮常に⼈気が出てきており、リピート率も55パーセント
とかなりの異常値でユーザーが拡⼤しています。計画以上の伸びで、ドライ製品、常温帯の製品同様、⼤体5
年から7年ぐらいで、⿊字化できるのではないかと開発を進めています。



• 39ページです。他社様とも⾊々な協業を⾏っていますが、この完全メシ、最適化栄養⾷のテクノロジーというのは、
⾮常に幅広く活⽤できることが徐々に分かってきています。例えば左側のおにぎりやパンがありますが、これはセブン
-イレブンさんとのコラボ商品で、こういったコラボ商品のテスト販売も⾏っています。そして真ん中は、全国のスーパー
さんのチャネルでオムライスやスパゲッティといった総菜弁当の完全メシコラボレーションの様なものも今後かなり進ん
でいくのではないかと思っています。その右側は、⼤阪アベノハルカスのマリオットさんとのコラボですが、こういった外⾷
とのコラボレーションも今後拡⼤していけると思っています。

• 右側、他分野の⾷品メーカーさまとのコラボレーションですが、⼀番左が⽊村屋總本店さんとの完全メシのあんパン
で引き続き販売しています。真ん中は弊社のグループ会社である湖池屋とのコラボレーション、完全メシのカラムー
チョですが、こちらも販売好調です。右側が⼭崎製パンさんとのコラボレーションのランチパックでして、完全メシカレ
ー味をこの4⽉から発売しましたが、こちらも⾮常に売り上げが伸びており、もう少し期間を伸ばして販売していこう
というお話をさせていただいています。
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• 40ページでは、その他のスタイルでの完全メシの展開ということで、社員⾷堂になります。左側が給⾷型・社員⾷
堂型で三菱商事さん・明治安⽥⽣命さん・楽天さん・ライフカードさんなどで採⽤が進んでいます。右側、更にス
ピーディーに拡⼤できるのではないかと考えているのが設置型です。⾃動販売機や冷凍ケースをオフィスに置かせ
ていただき、冷凍の完全メシを⼿軽に⾷べていただくといった健康経営のソリューションです。こちらの導⼊率は⾮
常に⾼く、早い拡⼤スピードで現在進めています。三菱商事さん・慶應義塾⼤学病院さん・ADKさん・Suzuyo
さん・PASONAさん・スギホールディングスさんなどで現在採⽤されています。健康経営が注⽬されており、こういっ
たスタイルの完全メシの普及というのも1つのカテゴリーとして、今後拡⼤していきたいと考えています。
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• 41ページの通り、ちょっと変わった組み合わせとして、保険業界の明治安⽥⽣命さまとの完全メシのコラボレーシ
ョンも⾏っています。明治安⽥⽣命さまの多様なサービスと⽇清⾷品の完全メシを組み合わせることで、お客さま
や加⼊者さまの健康づくり、QOLの向上に貢献するサービスを現在明治安⽥⽣命さまが開発しており、1年から
2年後に認可が下りると伺っています。こういった新しいタイプの保険プログラムの開発というものも現在進めていま
す。
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• 42ページです。こちらのページでは、完全メシの基本テクノロジーである最適化栄養⾷の臨床試験の新たな結果を
掲載しています。この最適化栄養⾷で糖尿病や⾼⾎圧患者さま向けの新しい⾷の開発ができないかという臨床試
験を⾏いました。通常の最適化栄養⾷よりも更に減塩で更に低糖質な最適化栄養⾷を開発しており、1⽇1⾷1
回で3カ⽉間⾷べてもらうという臨床試験を⾏ったところ、⾎糖値および⾎圧の低下が⾒られました。どうしても糖尿
病や⾼⾎圧の患者さまというのは厳しい⾷事制限がありますが、この最適化栄養⾷のテクノロジーを使うことで、たと
え病者向けの⾷事であっても⾮常に満⾜度の⾼い、ちょっと⾔葉は悪いかもしれませんが、ジャンクメニューでも病者
さまが⾷べられるような展開が今後期待できるだろうということで、昨年学会で発表しました。こういった病者向け⾷に
ついても、今後開発を広げていきたいと思っています。
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• 43ページです。こちらのページも臨床試験の結果です。少⼦⾼齢化・⾼齢化⼤国の⽇本におけるシニア向けの
最適化栄養⾷の開発についてです。こちらの臨床試験では通常の最適化栄養⾷よりもシニアに不⾜しがちな栄
養素、例えばタンパク質・N3系の脂肪酸・オメガ3と呼ばれるもの、その他のビタミンも少し強化した特別なシニア
向けの最適化栄養⾷を⾷べてもらう臨床試験を⾏ったところ、歩⾏速度・認知機能・幸福感で改善が確認さ
れました。こちらも学会で発表したものですが、シニア向けの最適化栄養⾷のカテゴリーを今後展開できるのでは
ないかということで、こちらの開発も注⼒していきたいと考えています。
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• 次に44ページです。災害⽀援⾷としての最適化栄養⾷の役割という話です。⼀般的に、災害⽀援⾷として、ま
ず1番初めに被災地に届けられるのが⽔やパン、おにぎりといった常温帯、冷たいものです。第2弾として、カップヌ
ードルやどん兵衛といった温かいインスタントラーメンが被災地に届けられるのが今までの流れでした。

• 今年の元旦に起きた能登半島地震では、被害の⼤きかった⽯川県の七尾市の避難所から『チキンラーメン号』
キッチンカーによる炊き出しを⾏ってほしいというご連絡をいただき、ではカップヌードルやどん兵衛を持ってすぐ被災
地に⾏こうとしたところ、この七尾市の市役所からカップヌードルやどん兵衛ではなく、完全メシで炊き出しを⾏って
欲しいというリクエストがありました。これは今までにない新しい展開ではないかと我々は⾮常にインパクトのある出
来事と受け⽌めました。避難⽣活が⻑期化した時に、栄養問題というのは⾮常に⼤きな問題です。⼿軽に栄
養が最適化された完全メシの様なものは、今後こういった災害⽀援⾷としても⼤きな役割を担っていくのではない
かということで注⽬しています。
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• 最後に45ページですが、先ほど我々の最適化栄養⾷テクノロジーというのは⾮常に⾊々な展開ができるとお話しさ
せていただきました。⼀番左上はパッケージフードでお湯かけのインスタントフードやカップスープ、冷凍⾷品にも応⽤
が利きます。その右隣、スーパーさんやコンビニさんにおけるお弁当やお総菜といったものにも完全メシブランドを展開
できるでしょう。左の中段②の社員⾷堂と書かれているところ、健康経営が最近注⽬されていますので、社員⾷堂・
⾃動販売機・冷凍ケースによる完全メシの普及が可能になってくるのではないかと考えています。その右隣は医療連
携です。先ほど糖尿病患者さまや⾼⾎圧患者さまのお話しをしましたが、こういった⾷事制限のある⽅の⽣活習慣
改善や⾷のQOL改善にこのテクノロジーを更に応⽤し、新しいカテゴリーでの売上を⽣み出されるのではないかと考
えています。左下、⾼齢化社会の⽇本において、介護負担の削減や医療費の削減のためにシニア向けのフレイル
対策の最適化栄養⾷は、今後更に⼤きなマーケットになる可能性があると考え、現在も開発を進めています。右
下はスマートシティーです。こちらは、プロジェクトが進んだら改めて説明させていただきます。

• 最後に⼀番下の⑥海外展開についてです。⽇本では⾊々なカテゴリーで完全メシを展開してきて、ノウハウがたまっ
てきました。今後は海外でも、この完全メシの展開の準備をスピーディーに進めていきたいと考えています。
以上、新規事業の進捗報告になります。
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